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　　 告　　 示
○平成 ��年度熊本県観光施設整備資金融資制度要項　　　　　　　　（観光物産課）　 �
　　 登　 載　 依　 頼
○平成 ��年 �月 ��日熊警公告第 ����号（平成 ��年度熊本県警察職員採用
　試験の実施）中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（警察本部）　 ��

　告　　 示

熊本県告示第 740 号の 2
　平成 ��年度熊本県観光施設整備資金融資制度要項を次のように定める。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
　　　 平成 ��年度熊本県観光施設整備資金融資制度要項
　（目的）
第 �条　 この要項は、観光施設の安全性及び施設水準の向上を図るため、当該施設の整備
　に要する資金について融資を行い、観光の振興に寄与することを目的とする。
　（定義）
第 �条　 この要項において「融資対象施設」とは、次に掲げるものをいう。
　（１）　 旅館業法（昭和 ��年法律第 ���号）第 �条第 �項及び第 �項に規定する営業に係
　　　 る施設で、主として観光客を宿泊させるもの。ただし、風俗営業等の規制及び業務
　　　 の適正化等に関する法律（昭和 ��年法律第 ���号）第 �条第 �項第 �号に規定する
　　　 施設を除く。
　（２）　 食品衛生法（昭和 ��年法律第 ���号）第 ��条第 �項に規定する営業許可を受け、又
　　　は受けようとする飲食店で、主として観光客に飲食のサービスを提供する食事休憩店
　（３）　 観光農園、キャンプ場及び工場における観光客受け入れのための施設等の観光関
　　　 連施設であって、観光振興上融資することが適当と認められるもの
　（４）　 旅館組合等が整備を行う駐車場、インフォメーションセンター、地域物産センター、
　　　 イベント広場、それらに付帯するカラー舗装等
　（融資資金）
第 �条　 県は、この制度の運用のための資金を、予算の範囲内で、取扱金融機関に預託す
　るものとする。
２　 取扱金融機関は、預託を受けた資金に、���パーセント以上の自己資金を加えて融資
　枠を設定し、この要項の定めるところにより融資を行うものとする。
　（取扱金融機関）
第 �条　 前条の取扱金融機関は、次に掲げるとおりとする。
　（１）�肥後銀行
　（２）�熊本ファミリー銀行
　（３）�商工組合中央金庫熊本支店
　（４）�熊本信用金庫
　（５）�熊本第一信用金庫
　（６）�熊本中央信用金庫
　（７）�天草信用金庫
　（８）�熊本県信用組合
　（融資対象者）
第 �条　 この制度の融資の対象となる者は、次に掲げる要件を備えているものとする。
　（１）�引き続き �年以上県内に住所を有する者
　（２）�取扱金融機関の取引停止処分を受けていない者
　（融資対象経費）
第 �条　 融資の対象となる経費は、融資対象施設の新築、増改築、改善等に要する経費で、
　観光客の利便性の向上に直接寄与しない部分（従業員宿舎等）を除いたものとする。
　（融資条件）
第 �条　 取扱金融機関が行う融資の条件は、次のとおりとする。
　（１）　 融資額　 融資額は、総事業費の ��パーセントを超えないものとし、以下のとおり

平成 14年 9月 27日　金曜 熊 本 県 公 報 号外　第 37 号の 2

 目　　次 

�����
号外　第 37号の2

平成 14年 9月 27日（金）

（毎週　月・水・金発行）



　　　 とする。
　　 ア　 宿泊施設においては �事業者当たり ���万円以上 ����万円以内
　　 イ　 その他の施設においては �事業者当たり ���万円以上 ����万円以内
　（２）　 融資利率　 年利 �．�パーセント以内
　（３）�融資期間　 ��年以内（うち据置期間 �年以内）
　（４）�返済方法　 原則として元金均等分割返済
　（５）�申込期間　 平成 ��年 �月 ��日から平成 ��年 �月 ��日まで
　（６）�その他　　 前各号に定めるもの以外の融資条件については、取扱金融機関の定め
　　　　　　　　　 るところによる。
　（融資の申込み）
第 �条　 融資を受けようとする者は、熊本県観光施設整備資金借入申込書（別記第 �号様式）
　により取扱金融機関に申し込むものとする。
２　 取扱金融機関は、前項の規定により提出された申込書に意見書（別記第 �号様式）を
　添えて知事に協議するものとする。
　（審査結果の通知）
第 �条　 知事は、前条の規定により協議を受けた場合は、その内容を審査し、その結果を
　熊本県観光施設整備資金融資審査結果通知書（別記第 �号様式）により取扱金融機関に通
　知するものとする。
　（融資の決定）
第 ��条　 前条の規定による審査結果通知を受けた取扱金融機関は、速やかに融資の可否を
　決定し、その結果を熊本県観光施設整備資金融資決定報告書（別記第４号様式）により
　知事に報告するとともに、可としたものについては、遅滞なく融資をするものとする。
　（歩積、両建等の禁止）
第 ��条　 取扱金融機関は、この要項に基づく融資について、いかなる名義をもってするを問わ
　ず、歩積、両建等の条件を付けてはならない。
　（融資状況等の報告）
第 ��条　 取扱金融機関は、資金の融資を行った場合には、速やかに熊本県観光施設整備資金
　融資実行報告書（別記第５号様式）により知事に報告するとともに、平成 ��年 �月 ��日まで
　に融資状況を熊本県観光施設整備資金融資残高報告書（別記第 �号様式）により知事に報
　告するものとする。
　（事業完了の報告）
第 ��条　 融資を受けた者は、融資に係る事業の終了後速やかに熊本県観光施設整備資金融
　資対象事業完了報告書（別記第 �号様式）により取扱金融機関を経由して知事に報告する
　ものとする。
　（繰上償還）
第 ��条　 知事は、融資を受けた者が、次の各号のいずれかに該当する場合において、融資
　した資金の繰上償還の措置をする必要があると認めたときは、その旨を取扱金融機関に
　指示するものとする。
　（１）�融資の申込みの際に提出された書類に不実の記載があったとき。
　（２）�融資を受けた資金を融資対象経費以外に使用したとき。
　（３）�前各号に掲げるもののほか、融資の継続が不適当と認める事実があったとき。
　（協議等）
第 ��条　 知事は、この制度の適正かつ円滑な運営を図るため、適宜この要項に定める関係
　機関と協議するとともに、必要と認めるときは報告を求めることができるものとする。
　（雑則）
第 ��条　 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
　　　 附　 則
　この要項は、告示の日から施行する。
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